
町原子力委員の海外出張報告 

 

平成１８年８月８日 

 

１．渡航目的 

中国深圳において開催される「アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）人材

養成プロジェクトワークショップ」に参加するとともに、北京において中国国

家原子能機構（ＣＡＥＡ）要人と会談する。 

 

２．出張者及び日程 

出張者：町原子力委員 

日 程：８月１日（火）日本発→深圳着 

    ８月２日（水）ＦＮＣＡ人材養成ワークショップ出席 

    ８月３日（木）ＦＮＣＡ人材養成ワークショップ出席 

           中国広東核電集団（ＣＧＮＰＣ）訪問 

    ８月４日（金）深圳発→北京着 

           ＣＡＥＡ訪問 

    ８月５日（土）北京発→日本着 

 

３．結果概要 

Ⅰ．ＦＮＣＡ人材養成プロジェクトワークショップ（８月２日～８月３日）の

概要 

   

  中国の広東省深圳市において、ＦＮＣＡ参加８ヵ国から１５名が参加して

開催された。開会の挨拶は、中国側のＣＡＥＡと広東核電集団公司、日本

側の文部科学省の代表によって行われた。 

 

（１）町委員は、「ＦＮＣＡ活動の成果と将来展望」と題する講演を行った。

この中でアジア原子力教育訓練プログラム（ＡＮＴＥＰ）に関する大

臣級会合での議論、ＦＮＣＡとアジア・太平洋地域協力協定（ＲＣＡ）

との協力関係の現状についても紹介した。 

（２）ワークショップにおいては、ＡＮＴＥＰのパイロット（試行）プログ

ラムに関する議論を中心に進め、具体的なプログラムが放射線医療、

電子線利用、研究炉利用、原子力発電計画等の分野で４６個合意され

た。今後、ホスト国と派遣国との間で、研修・研究の内容、派遣・受

入れの条件等について協議・合意して、可能な限り早期に実施する。
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また、当事国間の協議の進捗状況については、日本のＡＮＴＥＰ事務

局に報告することが合意された。 

（３）訓練・研修の養成を申請した国は日本を除く８ヵ国で、一方、訓練・

研修のプログラムの提供を提案した国は日本、韓国、中国、オースト

ラリア、マレーシア及びフィリピンの６ヵ国である。 

   

Ⅱ．ＣＧＮＰＣ副社長 Shen Ruaug との会談の概要   

（１）中国政府は、２０２０年までに原子力発電の規模を４,０００万ｋＷに

する計画を定めている。 

（２）ＣＧＮＰＣは、現在、広東原子力発電所で２基のＰＷＲ（９８．４万Ｋ

Ｗ）（１９９４年運開）及び嶺澳原子力発電所ＰＨＡＳＥⅠの２基の９

９万ｋＷのＰＷＲ（２００４年運開）を運転中である。 

（３）さらに、ＣＧＮＰＣは２０１０年までに、１０基の新原子力発電所の建

設に着手したいと考えている。そのうち嶺澳原子力発電所のＰｈａｓｅ

Ⅱとして、２基の１００万ｋＷのＰＷＲの建設が開始された。完成は２

０１０年～２０１１年が予定年である。この装置では７０％の国産化率

を目指す。また、陽江原子力発電所で２基の基礎工事が進んでおり、２

０１２年に完成を目指す。 

（４）ウラン鉱開発については、これまで中国核工業総公司（ＣＮＮＣ）が独

占的に行っていたが、ＣＧＮＰＣも開発に参画できるように定められた

ところ。モンゴル、オーストラリア、カザフスタンなどで開発を進めた

い。 

（５）ウラン濃縮については、中国として、１,０００万ｋＷの原子力発電所

までは現在の濃縮能力で可能であるが、将来のために、現在、濃縮施設

を拡大しつつある。ＣＧＮＰＣとしては、濃縮役務３０％をウレンコか

ら輸入している。 

（６）使用済燃料については、広東原子力発電所では既に２基を１１年間運転

しており、貯蔵能力は、２～３年で一杯となるため対策が必要。嶺澳原

子力発電所については、今後２０年は貯蔵できる。 

 

Ⅲ．ＣＡＥＡ張静国際合体司司長との会談の概要 

  町委員より我が国の原子力発電及び核燃料サイクル政策と計画について

説明した後、中国の原子力発電計画及び核燃料サイクル関連の計画につ

いて質したのに対し、以下の説明があった。 

 

（１）現在、原子力発電９基約８００万ｋＷを運転しているが、２０２０年に



は４,０００万ｋＷまで拡大し、４～６％の電力を供給する。原子力発

電所の型式はＰＷＲの第２プラス世代及び第３世代（ＥＰＲ（欧州加圧

水型炉）、ＡＰ－１０００並み）を採用する。２０２０年には運転中の

４,０００万ｋＷに加えて、１,８００万ｋＷの原子力発電所が建設中の

状態となろう。 

（２）第１１次５カ年計画（２００６年～２０１０年）においては少なくとも

１２基の原子力発電所が建設される。 

（３）濃縮能力を５～１０年以内に更に拡大する計画である。 

（４）使用済燃料については発電所サイトでの貯蔵で対応する。当面中間貯蔵

施設を建設する計画はない。 

（５）再処理は５０tonＨＭ／年程度の試験装置を運転中である。商業用プラ

ントについては、約５００tonＨＭ／年を１０年以内に建設すべきとの

意見もあるが、国として確定した計画はない。 

（６）高速増殖炉（ＦＢＲ）については、６５ＭＷｔの実験炉を建設中であり、

計画は若干遅れているが、２００８年には運開予定である。実験炉以降

の原型炉などの計画は定まっていない。 

（７）高温ガス炉（ＨＴＲ）については、清華大学のＨＴＲ－１０に続いて１

９．５万ｋＷの実証炉プロジェクトが検討されている。 

（８）核燃料サイクルを完結させる政策という点においては日本と共通して

おり、ナトリウム冷却のＦＢＲの開発を進めていく。ＧＩＦにも参加す

るので、日本との協力を強めていきたい。 

（９）電力会社は、ＣＧＮＰＣを始めとして原子力発電の拡大に非常に熱心で

ある。 

 （１０）長期的には、電源として石炭火力発電の比率を減少させ、水力発電、原

子力発電を増加させる方向である。石炭炭鉱での人身事故が続いている

という問題もある。 


